　　　　　　　特定健康診査・特定保健指導実施要領
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　滋賀県農協健康保険組合
Ⅰ．特定健康診査

　１．対象者　

　　　当該年度4月1日時点で、年度内に40歳の誕生日を迎える者を含む40歳以上75歳未満の年齢に達する被保険者及びその被扶養者で、かつ当該年度の一年を通じて加入している者。

　　　なお、妊産婦その他の厚生労働大臣が定める者（刑務所入所中、海外居住、長期入院等告示で規定）は、上記対象者から除く。
　２．特定健康診査の実施

　　　被保険者本人は、他の法令に基づく健診の優先により、引き続き事業主による労働安全衛生法に基づく健康診断（雇入時の健康診断及び定期健康診断）の実施義務を有するため、健康保険組合に健診結果の提出をすることにより特定健康診査の受診となる。しかし、健康保険組合が実施する「生活習慣病予防健診」での定期健康診断の受診については、これを特定健康診査の受診に代える。
　　　被扶養配偶者の受診については、被保険者本人を通じて案内し、「事業主健診」か「生活習慣病予防健診」・「特定健診コース」「償還払い制度」の利用を選択することができる。（別紙１「特定健診受診フローチャート（被扶養配偶者用）」を参照）
　　　また、配偶者以外の被扶養者については、被保険者本人を通じて、滋賀県厚生農業協同組合連合会の「特定健診コース」に限定し、受診を案内する。

　　　受診可能時期及び申請・提出に係る期限は、「生活習慣病予防健診」実施要領に準じ、当該年度2月末日迄とする。それ以降の受診及び申請・提出については、無効とする。
　　　また、当該年度中に75歳に達する対象者については、誕生日を受診及び申請の有効期限とする。

３．特定健康診査の実施内容

　　別紙２「生活習慣病予防健診及び特定健診検査項目表」を参照。

　
４．実施医療機関及び受診費用
　　　別紙３「生活習慣病予防健診委託医療機関一覧」を参照。

　　被保険者本人については、「生活習慣病予防健診」を利用し定期健康診断受診をする場合は、従来と変更はない。しかし、「生活習慣病予防健診」を利用せず、定期健康診断の内容のみを受診する場合等については、助成金の制度はない。
被扶養配偶者については、「生活習慣病予防健診」を利用した場合は従来と変更はない。
また、滋賀県厚生農業協同組合連合会の「特定健診コース」は、自己負担額無料で、受診
できる。
また、償還払い制度及び事業主健診の結果提出については、被扶養配偶者に限定し、別紙2に示した特定健診の項目を満たしていることを条件に、特定健診受診分のみ健康保険組合の規定の金額を償還払いする。その際健診結果（質問票を含む）と必要書類を配偶者特定健康診査助成申請書（様式１）に添付して申請する。
　また、事業主健診を受診した場合については、健診結果（質問票を含む）を事業主健診結果提出届（様式2）に添えて当健康保険組合に提出する。
Ⅱ．特定保健指導

　１．対象者の選定（階層化）

特定健康診査を受診した被保険者本人の健診結果より、当健康保険組合が内臓脂肪蓄積の程度とリスク要因の数に着目し、選定（階層化）した者で、リスクの高さや年齢に応じ、レベル別（動機付け支援・積極的支援）に分ける。

２．選定（階層化）の内容及び判定基準値

	　　腹 囲
	追 加 リ ス ク
	　　　　　対　象

	
	①血圧 ②脂質 ③血糖
	④喫煙歴
	40～64歳
	65～74歳

	≧85cm（男性）

≧90cm（女性）
	２つ以上該当
	
	積極的支援
	

	
	１つ該当
	　あり
	
	

	
	
	　なし
	 　　動機付け支援

	上記以外で

BMI≧25.0
	３つ該当
	
	積極的支援
	

	
	２つ該当
	　あり
	
	

	
	
	　なし
	

	
	１つ該当
	
	　　 動機付け支援


　　　　 ＊①血圧　　収縮期血圧130㎜Hg以上または拡張期血圧85㎜Hg以上
　　　　　＊②脂質　　中性脂肪値　150㎎/dl以上またはHDLｺﾚｽﾃﾛｰﾙ40㎎/dl未満
　　　　　＊③血糖　（代謝）空腹時血糖100㎎/dl以上またはHbA1c5.6%以上

　　　　　＊④喫煙歴　①～③に該当するときのみ追加でカウント

注１）65～74歳の者は、積極的支援の分類になった場合でも動機付け支援対象者とする。

注２）糖尿病・高血圧症・脂質異常症等の生活習慣病で服薬中の者は、特定保健指導の対象としない。

注３）当健康保険組合では、積極的支援対象者となっても動機付け支援対象者として実施することがあります。（積極的支援の実施はモデル事業のため）
　
　　　　表1）　追加リスクに加味する判定数値及び受診勧奨値
	
	数　値　基　準

	　　　　項目名
	保健指導判定値
	受診勧奨判定値
	単位

	血圧
	収縮期（最高血圧）
	     130 
	     140 
	㎜Hg

	
	拡張期（最低血圧）
	      85
	      90
	㎜Hg

	脂質
	中性脂肪
	　　 150
	     300
	㎎/dl

	
	HDLコレステロール
	      39
	      34
	㎎/dl

	血糖
	空腹時血糖
	　　 100
	     126
	㎎/dl

	
	HbA1c
	      5.6
	      6.5
	％

	肝機能
	GOT
	　　　31
	　　　51
	U/I

	
	GPT
	　　　31
	　　　51
	U/I

	
	γ－GTP
	　　　51
	　　 101
	U/I

	貧血
	男性
	　　 13.0
	　　 12.0
	g/dl

	
	女性
	　　 12.0
	　　 11.0
	


注）上記表の塗りつぶし部分は階層化には加味しない項目。
３．実施対象者

　　　上記の条件により階層化した対象者の中から、生活習慣の改善により予防効果が大きく期待出来る者を優先して特定保健指導を実施する。
　　　また、階層化した対象者の中には、基準値（表１）により保健指導対象者（保健指導判定値）とする値と、それよりも高く重症化を防止するために医療機関を受診する必要性を検討する値（受診勧奨判定値）があるが、当健康保険組合では、原則保健指導判定値の者のみを実施対象者として検討する。
　　　階層化の結果、動機付け支援や積極的支援に該当する結果であっても、実施対象者とならない被保険者本人については、従来の健康相談で対応する。

　４．保健指導の種類
　　(1)情報提供
　　　特定健診受診者全員に対して、年１回健診結果と同時に実施する。
　　　内容は、対象者が生活習慣病や健診結果から自らの身体状況を認識するとともに、健康な生活習慣の重要性に対する理解と関心を深め、生活習慣を見直すきっかけになるような基本的なもので、パンフレットの配布等で行う。

　　　情報提供は、生活習慣病予防健診契約医療機関に委託して実施する。
(2)動機付け支援
　　　①動機付け支援実施対象者

特定健診受診者のうち被保険者本人の受診結果より階層化し、動機付け支援の対象となった者で、検査項目のうち基準を上回る数値が原則保健指導域内にある対象者。

また、被扶養配偶者で該当する者については、ヘルスケアシートの送付を行い、生活習慣の改善について情報提供を行う。
②費用

自己負担無料
③内容

個別面談による支援を原則１回行い（20分以上）、もしくは1グループ（8名以下）当たり80分以上のグループ支援を１回実施する。支援は初回面談で完了する。面談時（グループ支援時）より6ヶ月経過後に面談・通信等で実績評価を行う。
④会場

初回面談時（グループ支援）は、原則各事業所の健康相談または、健診結果事後指導の機会に行う。しかし、事業所が計画する健康相談の時期が健診受診時期よりかけ離れる場合については、指導の実施効果を勘案する面でもその都度実施を検討する場合がある。
　　　
⑤実施者

動機付け支援実施者は、当健康保険組合保健師を中心とした契約医療機関の保健師、管理栄養士等支援資格者。
⑥その他
　連続して対象者に階層化された者の特定保健指導の実施については、法施行3年目であることから、弾力的に対応する。なお、その対象者においては、「健康ファミリー表彰」の対象者とはしない。
 (3)積極的支援
　　　①積極的支援実施対象者

特定健診受診者のうち被保険者本人の受診結果より階層化し、積極的支援の対象者となった者の中で、年齢・検査結果等総合的に判断し、生活習慣の改善により予防効果が大きく期待出来る者、かつ検査項目において基準を上回る数値が保健指導域である者を優先して、対象者とする。
なお、対象者となった者に対しては、支援実施に対しての意思確認を行い、合意を得られた者に対して実施する。

また、積極的支援の実施については、モデル事業とし、希望される事業所に所属する対象者に実施をする。
また、被扶養配偶者で該当する者については、ヘルスケアシートの送付を行い、生活習慣の改善について情報提供を行う。

②費用

自己負担無料

③内容
　　　初回面談（グループ支援）より３ヶ月以上の継続的な支援（面談・通信等）をする。支援完了は、初回面談（グループ支援）時、つまり行動計画作成日から６ヶ月以上経過後に実績評価を行った時点となる。（基本的な例は表２参照）
　　　積極的支援はポイント制で、当健康保険組合が実施する支援のポイント数は180ポイントでの実施を予定している。

　　
④会場

初回面談（グループ支援）は、原則各事業所の健康相談または、健診結果事後指導の機会に行う。
しかし、事業所が計画する健康相談の時期が健診受診時期よりかけ離れる場合については、指導の実施効果を勘案する面でもその都度実施を検討する場合がある。また、その後の3ヶ月以上の継続的な支援については、本人及び所属する事業所と連携をとりながら個別対応で実施をしていく。
　　
⑤実施者

　　　　積極的支援実施者は、当健康保険組合保健師を中心とした契約医療機関の保健師、管理栄養士等支援資格者。

　
⑥その他

　前年度に引き続きモデル事業に参加した事業所で、連続して対象者に階層化された者の特定保健指導の実施については、原則実施しない。しかし、対象者の数値及び意思などを総合的に判断し、動機付け支援の内容での実施もしくは、従来の健康相談での対応とする。

また、その対象者においては、「健康ファミリー表彰」の対象者とはしない。
表２）　具体的な積極的支援の実施例（合計180ポイント）
	項目
	支援時期
	支援資格者（保健師等）
	支援方法
	支援時間

（分）
	支援

ポイント
	内容

	
	
	
	
	
	A支援
	B支援
	

	初回面談

（グループ支援）
	開始時
	　
保健師
	個別支援

（面談）
	20
	
	
	現状の確認と行動目標計画の立案等

	継続支援
	2週間後
	　保健師　　　
	電話B
	５
	
	10
	状況確認・励まし

	
	1ヵ月後
	　保健師
	個別支援A
	20
	80
	
	現状の確認と行動目標計画の再設定

	
	1.5ヵ月後
	　保健師　　
	手紙B
	０
	
	5
	状況確認・励まし

	
	2ヶ月後
	管理栄養士
	個別支援A
	20
	80
	
	栄養指導

	
	3ヵ月後
	　保健師
	　手紙B
	０
	
	5
	状況確認・励まし

	実績評価
	終了時
(6か月後)
	保健師
	面談・通信等
	
	
	
	身体状況や生活習慣に変化がみられたか等を確認

	合計
	
	
	
	
	160
	  20 
	


【参考資料】

初回面談（グループ支援）時の具体的な内容（動機付け支援・積極的支援共通）

6ヶ月後実績評価時（面談・通信等）の具体的内容

6ヶ月後実績評価時（面談・通信等）の具体的内容（動機付け支援・積極的支援共通）

Ⅲ．未受診者の対応

　１．特定健診未受診者の対応

　　　被保険者本人については、安衛法に基づく事業主健診が優先である為、事業主に実施の徹底を依頼する。また、「生活習慣病予防健診」受診申込時に被保険者台帳と照合し、申込み確認作業を行い、申込みのない対象者には受診機会等を事業所に案内する。
　　　被扶養配偶者については、１月時点で「生活習慣病予防健診」「特定健診」等の申込み及び受診状況を確認し、当健康保険組合に健診結果票（質問票を含む）のない対象者に対して個別または、事業所単位で案内を行う。

　　　なお、配偶者以外の被扶養者については、未受診者対応は行わない。

２．特定保健指導未参加者への対応・途中終了の取扱い
　　被保険者本人で、特定保健指導（動機付け支援・積極的支援）の利用者で、未参加の者もしくは、
　途中で未参加となった者については、本人または、事業所を通じて郵送・電話で参加の再勧奨を行う。
　契約医療機関で実施している積極的支援対象者においては、実施予定日に参加がなく、代替日も欠席
する等の状態で、最終利用日から未利用のまま2ヶ月を経過した時点で、契約医療機関から当健康保
健組合と対象者に、脱落者として認定する旨を通知、脱落認定通知後2週間以内に利用者から再開依
頼がない限り実施終了となる。
Ⅳ．その他

　特定健診及び特定保健指導実施について生じた問題や定めなき事項については、その都度、各対象者
及び対象者が所属する事業所と連絡、協議の上決定し、実施する。

○生活習慣と健診結果の関係の理解や生活習慣の振り返り、メタボリックシンドロームや生活習慣病に関する知識と対象者本人の生活が及ぼす影響、生活習慣の振り返り等から生活習慣改善の必要性を説明すること。


○生活習慣を改善するメリットと現在の生活を続けるデメリットについて説明すること。


○食事、運動等の生活習慣の改善に必要な実践的な指導をすること。


○対象者の行動目標や評価時期の設定を支援するとともに、必要な社会資源を紹介し、有効に活用できるように支援すること。


○体重及び腹囲の計測方法について説明すること。


○生活習慣を振り返ること、行動目標及び行動計画を作成すること


　　　　　　　　　厚生労働省発行「特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き」より





○個々の対象者に対する特定保健指導の効果に関するものであること。


○設定した行動目標が達成されているかどうか、身体状況や生活習慣に変化がみられたかどうかについて評価を行うこと


○必要に応じて6ヶ月経過前に評価時期を設定し、対象者が自ら評価するとともに、６ヶ月経過後に特定保健指導実施者による評価を行うこと。


　　　　厚生労働省発行「特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き」より
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